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 本論文は、第２次世界大戦後から１９６０年代半ばまでの東京を中心とする商

業地で行われた都市再開発の歴史的展開を独自の観点から定位することを目的

としている。ここでいう「都市再開発」とは、１９６９年に制定された都市再

開発法にもとづく都市再開発をもちろん含むが、広義の都市における再開発的

行為総体を指している。したがって本研究は従来の都市制度史や都市計画史の

枠組みを継承しつつも、それとは一線を画した、まったく新しい方法と内容を

もつ。 
 本論のユニークな点は端的にいって、戦後の都市再開発的事業を、「東京戦災

復興計画」、「都市不燃化運動」、「揺籃期の『都市再開発』」という３つの主題か

ら明らかにしようとする問題設定の仕方そのものによくあらわれている。つま

り都市における再開発的行為は、それをさまざまな局面から規定している諸条

件の総体といってよく、一面において、広義の社会的運動として把握できる。

そうした観点からみた場合、第一にそれらの理念と実態を明らかにすることは

当然のこととして、第二に背景としての大都市内地域の社会構造の様相を具体

的に明らかにする必要があり、最終的に当該期の都市空間の形成と都市社会の

持続的な営みの特質を論じることが要求される。本論の３つの主題はこのよう

な明快な問題設定のなかから、長期にわたる検討を経て切り出されてきたもの

である。以下、各部ごとに内容を概観する。 
 第１部「戦災復興の構想と実態」は、東京の戦災復興計画を３つの視角（第

１～３章）から検討する。第１章ではその多くは実現しなかったとされてきた

東京の戦災復興計画を取り上げる。石川栄耀の生活圏構想に基づいて策定され

た計画は、インフラ整備にとどまらない建築やソフトの要素までを含めた総合

的な都市像があり、それが区画整理事業や街路計画にまで貫かれていたとする。 
 第２章では闇市の建築形態の一つでもあったマーケットを取り上げる。マー

ケットは通常、終戦直後の都心にみられた特殊な現象をみられがちであったが、

ここでは勧工場→私設小売市場→マーケット→テナントビルという現在まで続



く普遍的な商店建築の系譜のなかに位置づけている。 
 第３章では石川栄耀という都市計画家を取り上げ、その計画論・計画思想の

意義を再考する。インフラ整備中心の日本近代都市計画に疑問を感じていた石

川は、日本の盛り場に独自のコミュニティ機能を見出し、それにアンウィンの

設計技法を援用しながら、日本の実情に即した計画・設計技法を追究すること

で新たな日本型都市計画を目指した。そして東京の戦災復興計画はその集大成

の試みだったという、注目すべき結論に達している。 
 第２部「都市不燃化運動の生成と伝播の諸相」では、戦後間もなく開始され、

１９５０年代に全国的な盛り上がりをみせた都市不燃化運動に新たな光を当て

る試みである。また従来、戦災復興期と高度成長期を中心に語られてきた都市

再開発史の欠落を埋める試みでもある。第２部も前部と同様、３つの視角から

都市不燃化運動の実態に肉迫する（第４～６章）。 
 第４章では、これまで公的主体を中心に語られてきた平板な運動像に対して、

新たな資料を博捜し多元的な担い手の存在を明らかにする。都市不燃化運動は

田辺平学の提唱のもと、戦後という体制転換を受けて誕生した運動であったが、

ドッジライン後の耐火建築促進法の成立と引き換えにもたらされた構想の変容

が、主体の変化などの点で運動の転換点であった。運動の全国的な展開は、１

９５０年代後半から商工会議所を主体に収束・組織化されていく過程として捉

えられ、運動の標語は「不燃化」から次第に「再開発」に変わってゆく。 
 第５章ではそのケーススタディとして、日本橋問屋街の都市不燃化運動が取

り上げられている。運動は地方から上京してきた新興で借地人の中小商業者が

基盤となり、その後の都市再開発につながる成果を得ていく。当地における運

動はむしろ耐火建築化という点で当時新興のディベロッパーと協働していく側

面をみせ、運動は次第に衰退しディベロッパーが再開発の中心となっていくこ

とになる。これは個別の耐火建築が一般に普及していく過程でもあった。 
 第６章では１９５０年代に特有の長屋型の商店街共同建築を取り上げ、当時

こうした建築を最も多く手がけた今泉善一という建築家の実像に迫っている。 
 本部の各章は新たな資料の発掘と事実の発見、論点の新規性と多様性など、

本論全体のなかでも白眉ともいうべき高い水準と豊かな内容を有している。 
 第３部「『都市再開発』の誕生」では、揺籃期の都市再開発の様相を取り上げ

る（第７、８章）。第７章では昭和３０年代の用語「再開発」の受容の過程と、

知られることの少なかった建設省による３つの再開発法の構想が明らかにされ

る。「再開発」という言葉は、世界的に流行していた「redevelopment」や

「renewal」の訳語として戦後に誕生したが、その後の都市再開発法も含め、実

際に定着したのは概念を縮小した個別の事業法に過ぎず、修復や保存も再開発

から分離していく。これは日本の土地事情に加え、再開発自体が当時の地方開



発政策へのアンチテーゼとして大都市の集中問題に特化して捉えられたためで

あったとする。 
 第８章では１９６０年代の新橋西口市街地改造事業のケーススタディである。

当地では戦後の不法占有の闇市に起源を持つマーケットが合法化、ビル化し、

その過程で社会構造を反映した利害集団と行政側の複雑な対立を生んだ。駅前

再開発に主要な動機をもつ日本の都市再開発は、主としてこうした場所に適用

されたため、スラムクリアランスとも異なる独自の問題を抱え、公権力が都市

再開発から手を引く一因となった。 
 以上３つの主題の分析から次の２つの結論が導かれる。すなわち第一に、日

本の戦後の都市がそれぞれの局面において多様な選択肢を孕んでいたこと、そ

してインフラ施設整備や制度・法規制を中心とする既存の都市計画へのオルタ

ナティブとして捉え直すことができる。またそれらは大都市に流入した営業者

による主体的な都市空間形成を意味しており、それが実際の都市再開発に大き

な影響を与えたということ。 
 第二に、都市不燃化運動が下火になり、揺籃期の「都市再開発」の概念が定

着したことをもって、１９６０年代を現行体制につながる都市形成の画期とし

て位置づけることができるという時代区分上の問題である。 

 
 以上を要するに、本論文は日本の戦後から１９６０年代にかけての都市の歴

史的展開過程を実証的に明らかにした、従来の都市計画史的方法・視点を大き

く乗り越える意欲作であるといえる。当該期の都市再開発を「戦災復興」「都市

不燃化運動」「用語『再開発』」という３つの切り口から捉える方法・視点は鮮

やかであり、それぞれの舞台で一定の役割を演じた計画者・営業者・メディア

の配役の巧妙なアレンジメントも本論の全体的な内容に厚みを与えている。一

次資料を丁寧に収集・分析し、確かな根拠にもとづいた論理展開は、実証性と

いう観点からみても高い水準にある。従来の都市計画史研究と都市史研究の間

には無視できないギャップが存在していたが、本論はその断層を埋めるという

試みを含んでおり、その点でも学問上多大な貢献をしたと評価できる。また現

在のところほとんど未開拓の分野である戦後都市史への確かな足がかりを築い

た点も見逃せない。 
よって、本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 

 


